
●５年間の事業展開ビジョン
「時代の変化に柔軟に対応した連携組織に対する「伴走支援」を展開することで本県経済の発展に寄与する」

●5年間の事業計画・共通テーマ

「共同による稼ぐ力向上への挑戦」
最終目標：中小企業の「稼ぐ力向上」に有効な共同事業ビジネスモデルの構築・普及・活用

達成を目指す効果 ①組合による中小企業の稼ぐ力向上への支援の実現

②中小企業組合、中小企業団体中央会の認知度向上

③既存組合の再生⇒付加価値向上、財政基盤確立

④組織化の推進⇒多様な組合の創出

⑤組合支援予算確保の実現

【行動計画】

現状把握と

本質的な課題設定
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【行動計画】

実現可能調査の実施

（事例研究・市場調査等）
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【行動計画】

実践計画の試行・検証・改善
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【行動計画】

事業化・横展開・拡大

（組織化、事業再構築）

ステップー５

<5年後のあるべき姿>定性目標と定量目標

・組合の共同事業による組合員の「稼ぐ力向上」への取組が具体的成果として現れ、様々なタイプの好事例が数多く輩出されている。

・好事例の横展開により、既存組合では組合員の期待に応える共同事業が展開され、その事例をベースにした組合が組成される。

・結果、組合の価値が向上し、組合員である中小企業の経済的地位の向上が実感できている。

・組合を支援する中央会の存在が広く浸透し、相談件数等の増加と共に中小企業組合予算の拡充が図られている。

定性目標

「目指すべき姿」

定量目標
「成果を図る数値目標」

①組合共同事業のビジネスモデル構築件数

「人材確保・育成」５パターン 「ＣＮ・省エネ」２パターン 「地域課題解決」：５パターン 「売上拡大等」：１０パターン

②ビジネスモデル活用組合数

事業再構築組合数：「人材確保・育成」５０組合 「ＣＮ・省エネ」１０組合 「地域課題解決」１０組合 「売上等拡大」１０0組合 合計：１７０組合

※１年間の補助事業による支援組合数１７０組合×5年間＝８５０組合の２割を想定

設立件数：「人材確保・育成」 ５組合 「ＣＮ・省エネ」 ３組合 「地域課題解決」１２組合 「売上等拡大」 ４0組合 合計： ６０組合

※１年間の設立目標件数２０組合×５年間＝１００組合の6割を想定

人材の確保・育成重点分野 カーボン・ニュートラル、

省エネへの取組

売上拡大・生産性向上・

業務効率化
地域課題の解決

「傾聴」と「対話」を重視した「伴走型支援」

●中小企業の課題

①深刻化する人手不足

②事業コストの増大

③変化する市場への対応 など

●中小企業の共通課題

これまで以上に稼ぐ力向上が急務な課題に

※組合の共同事業による支援が必須

原 状 共同事業の必要性 中央会のあり方・取り組み姿勢

●これまでの中央会の取り組み姿勢からの脱却

①単年度志向からの脱却 複数年かけた伴走支援、切れ目のない助成制度の活用

②成果の横展開による効果拡大 成果の共有、情報発信、活用に向けた計画性
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